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1．　 は じめ に

　昭和25年 ， 戦後の 学制改革 に よ り， 関西地区 の 私立 大学 4校に わ が国最初の 新制大

学院が 設置 され た 。 当時 の大学院 は人文 ・ 社会科学系の
， しか も修士課程の み の 研究

科 で あ り， その 数は 14， 学生数はユ89人で あ っ た。 新制大学院創設か ら40年後 の 平成

2 年現在 ， 大学院設置大学数 は309校 ， 研究科数は837， 大学院学生数は477倍の 90， 23

8人 へ と大 きく増加 して い る 。 同 じ40年間に学部学生数 の 増加が 9．　6倍で あ るこ と を考

え る と大学 院の 拡大が如何 に 著 しい もの で あるか が わ か る。
こ の ように 大学院が量的

に拡大す る
一

方で ， その 性格や位置づ け に関す る議論や省令等の 改正 も頻繁に 行われ

て きた 。 博士 課程に関 し て は ご く最近に 限ら孔るが
（1 ）

， 修士 課程に 関す る動 きは 早

くか ら見 られ る。 薪制大学院は創設当初 ， 旧制大学院の 考え方を引き継ぎ，修士 ・ 博

士 の 課程 の 別 を問わず 「研究能 力」 或 い は 「研究指導能 力」 の 養成 を 目的 と した も

の ， 即 ち ， 研 究者 。 大学教員養成機関 と し て の 性格を持つ もの とされ て い た 。 そ こ で

は修士課程は独立 した もの と して で は な く， 博士 課程 5年 の い わば初期的段階 として

捉 え られて い た （高木　1980）。 しか し創設後問 もな い 昭和 30年 に は大学基準協会 に

お い て 修士 課程の 教育目的に 「研究者 ， 教授者の 養成以外 に 実社会の 各分野で 指導的

役割 を果たす人材を養成す る こ と を も掲げる べ きで あ る」 こ とが承認 され ， r大学院

基準 』が 改訂 され る 。 そ の 後 ， 日本学術会 議 の r大学 制度 の 改 善 に つ い て 』 の 勧告

（36年）， 中央教育審議会で の主張 （38年 ）等
（2 ）

に 見 られ る活発 な議論を経て ，
49年

r大学院設置基準』 に お い て 高度専門職者の 養成 が修士 課程の 目的に 加え られ る。
こ

名古屋 大学大学院
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の 背景 に は
一

方で 高度経済成長期の 産業界か ら高級技術者の 要請が あ り， 他方で こ れ

に 応え るよ うに して 修士課程修了後 ， 博士 課程 へ 進学せ ず ， 専門技術者 と して 民間企

業 に就職す る卒業生の 増加 とい う動きが既に あ っ たの で あ る。 ち なみ に 38年か ら43年

に か けて 修士課程修了後 に技術的職業 に従事する卒業生が急激 に 増加 し， 博士 課程 へ

の 進学者 を上回 るよ うに なる。
こ こ に い う技術 （的職業従事）者 とは 「科学的 ・ 専門

的知識 と手段を生産 に 応用 し， 生産に お ける企画 ， 管理 ， 監督，研究な どに関 わ る科

学的 ， 技術的 な仕事に従事する者」 （r学校基本調査報告書』）の こ とで あ る。 以後 ，

こ の 技術者は実数 に お い て も修士 課程全修了 者に 対す るその 比率に お い て も着実 に上

昇 しつ づ け ， 平成元年度で は課程修了者の 過半数 （52．0％）を占め る 。 こ の よ うに 修

士課程は法制面に お い て 教育 目的 に高度専門職者養成が加 え られ たぼか りで な く， そ

の 実態に お い て も民問企業等 へ 技術者 を多数輩出す る よ うに な り， 実質， 修士課程は

独立 し た高度専門職者の 養成機関と して の 性格を次第 に強 く帯 びる よ うに な っ て きて

い る。

　 とは い え， か か る変化が 見 られ る の は周知 の よ うに主 に工 学系大学院 に お い て で あ

る 。 規模の 面で 著 しい 拡大を して きた工 学系大学院 は機能 の 面に お い て も高度専門職

者の 育成 と い う社会的要請に 対応 した変化が 見 られ ，
「高度 な専門職業人 」 の 供給を

行 うよ うに な っ て きて い る （小林　1989）。 しか し人 文 ・ 社会科学系大学院 に は そ の

よ うな変化は見 られ な い 。
つ ま り最近で は大学院の機能 は専門分野 に よ っ て 異な っ て

い る とい うこ とが考え られ る 。 ま た同 じ専門分野に あ っ て も， 例 えぱ工 学系修士 課程

にお い て は技術者が所謂 「エ リー ト大学院」 か ら多数輩出 され て い る こ とが 指摘 され

て い る よ うに ， 個 々 の 大学院に よ っ て研究科の性格や機能 が異な っ て い る と い うこ と

も十 分に 考え られ る。 昭和63年の 大学審議会答申に お い て は 「個 々 の 大学院 が，各学

問分野の特質に 応 じた ， ま た ， そ れ ぞれ の 特色を十分 に 発揮 し た多様な教育研究を推

し進め るこ と」 が求 め られ て い る 。 しか し各専門分野の 大学院の 牲格 に つ い て も， さ

らに個 々 の 大学院の 特色に つ い て も， 上述 の 工 学以外の 分野 に関 して は こ れ まで の と

こ ろ十分に は明 らか に され て い ない 。 そ こ で 本稿で は ， 大学院の 修士 課程に お い て ど

の よ うな機能の 変化が見 られ るの か を専門分野 ご と に 明 らか に し， さ らに は 同 じ専門

分野 に あ っ て も個別の 大学院研究科 ご とに機能分化 が生 じて お り， 研究科の 性格 が 多

様化す る傾向に あ る こ とを明 らか に した い
。 前者 に つ い て は 「学校基本調査報告書』

r全国大学
一覧』等を資料 と して 過去30年余 の 間の 変化 を対象 とした時系列分析 を行

う。 後者に つ い て は r大学
一覧』 に 記載されて い る個別の 大学院研究科の 数量デ ー

タ

とい くつ かの 個別大学訪問調査 の 結果 を資料 と して 用 い
， 最近の 状況を対象 と した分

125

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

析 を行 う。

2． 専門分野別に み た大学院修士課程の 状況

　既 に述べ た よ うに わが 国の 新制大学院 は人 文 ・ 社会科学分野 の 研究科修士課程の 創

設 に始 まっ た 。 自然科学系の 研究科は そ の 創設の 翌 26年 に 4 校 ， 27年に 3校 の私立大

学に 同 じく修士課程 と して 開設 され る もの の ， その 数は修士課程全研究科の僅 か 1割

に 過ぎ なか っ た 。 国 公立 大学に お け る大学院の 設置 （28年）に 伴 い ， 自然科学分野に

お い て も修士 課程 が増設 され るが ， その 研究科数は文科系大学院の 半分 に も満た なか

っ た 。 こ の よ うに新制大学院 は当初 は人文 ・ 社会科学系の 分野 を中心 に した もの で あ

り， したが っ て 学生 もそ の 殆 どが文科系分野の 学生で あ っ た 。 28年の 修士課程の 学生

を専門分野別 に見る と （表 1 ）， 人文 ・社会科学合 わせ て 全体 の 3 分の 2 以上 も占め

て い たの で あ る。 こ れ に 対 し自然科学で は 3 分野 の 学生 を合計 して も全体の 3 割 を占

め る に 過ぎず ， そ の 数は人文科学の 学生 とほ ぼ同 じで あ っ た 。 しか し40年前後か ら自

然科学分野の 学生 は急増 し，平成 2 年に は 3 分野を合計す る と全体の 6 割以 上 を 占め

るに 至 っ て い る。 反対 に 当初 ， 多数の 学生 を擁 して い た人文 ・社会科学の 大学院で は

平成 2年現在 ， 両分野の 学生 を合計 して も工 学分野 の半分に も及ぱず， その 比率は修

士 課程全体 の 2 割に も満 た ない
。

つ ま り修士 課程学生の 文科系 ・ 自然科学系の 両分野

別の 構成比 は ， 新制大学院創設当初 に比 べ ほ ぼ逆転 した ので ある 。 この 37年間に 学生

数は入文科学で は 4 倍弱 ， 社会科学で は僅 か 3 倍 に 増加 して い る に過 ぎな い の に対

し ， 自然科学分野 に お け る増加 は大 き く， 理学で は 14倍， 農学で は 18倍 ， 工 学に い た

っ て は31倍 に もな っ て い る 。 こ の 工 学分野で は既に 43年に 学生数は 28年の 10倍近 くに

増加 し て お り， 他の 何れ の 分野 よ りも学生 の増加が早 く， しか も顕著で あ っ た こ とが

窺われ る 。 そ の 後 も工 学分野 の 学生 は著 し く増加 し ， 平成 2 年 に は 28
，000余人 に達

し， 修士課程学生全体 の 実 に 46％を も占め るに至 っ て い る 。 こ の よ うに修士 課程全体

の学生増 は ， 自然科学系大学院 ， 特 に工 学系大学院 にお ける増加 に よる もの で ある と

い え る 。 も っ ともこ の 工 学系大学院修士 課程は入学定員枠の 拡大 も他 の 分野 に 比 べ る

と大 きく， 平成 2 年の 入 学定員は昭 和 28年の 10．・6倍，
これ は農学の 7．1倍， 理学3．8

倍 ， 社会科学 2，5倍，人 文科 学2．2倍 を大 き く上 回 っ て い る。 つ ま り当然の こ と とは い

え入学 定員の 大幅 な拡大 が あ っ た分野 で は学生が大 き く増加 し， 反対 に さほ ど定員枠

が拡大 され て い な い 分野で は 学生増は あま り大 きくない
。 しか しなが ら こ の 入学定員

の 拡 大 と学生数 の 増加 を比 較す る と ， 人文 ・社会科学分野で は学生 の 増加率 は定員の

増加率 と さほ ど変わ らない の に 対 し ， 自然科学系の 各分野で は学生増加率が 入学定員
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衰 1　 専 門分 野別　修士 課 程 の 学生数等の 推移

年 度＼分野　　　入文科 学 社会科学 理 学 工 学 農学

昭和 28

33

38

43

48

53

58

63

平 成元

2

　 1574

29，1　　（100＞

　 3161
37．6　　（201＞
　 2929

26．4　　（186）

　 4828

20．2　　（307）

　 6328

19．5　（402）
　 6069

16．8　　（386）
　 6102
14，3　　（388）
　 6437

11．4　　（409）
　 6464

11．1　　（4】L1）
　 60099

．7　　（382＞

　 2085
38．5　（100）
　 2561

30．5　　（123）
　 2325

20，9　（112）
　 4173

17．4　　（200）
　 4757

14．7　　（228）
　 4343

12．0　　（208）
　 38569

，1　　（185）
　 50658

．9　（243）
　 54209

，3　　（260）
　 6366

10．3　　（305）

　 　 4698

，7　（100）

　 　 881

10．5　　（188）
　 1498

13．5　　（319）
　 2588
10，8　　（552）
　 27658

．5　　（590）

　 30878
．5　　（658）

　 35418
．3　　（755）

　 45658
．1　　（973）

　 47848

．2　（1020）
　 6484

10．5　（1383）

　 　 920

，17．0　（100）

　 　1122

13，3　　（122）
　 　3099
27．9　（337）
　 　8657
36．1　　（941）
　 12876

39．7　（1400）

　 15808

43．7　（1718）
　 18108

42．6　（1968＞

　 26528

46．9　（2883）

　 27885

47．9　（3031）
　 28399

45，9　（3087）

　 　2304

。3　（100）

　 　3904
．6　（170）

　 　5354
．8　（137）

　 17607
．3　　（451）

　 26928

，3　　（690）
　 29068

，0　　（745＞
　 4635

10．9　（ll88）
　 51669

．1　（1325）
　 42877

．4 　（1864）
　 40466

，5　（1759）

注）上段 ：大学院修士課程 学生数，下段左 ：学生数の 分野別搆成比 ，

　　下段右 ：昭和 28年度 を100とし た指数

資料） 『全国大学一覧』
『文部省年 報 』

『学校基 本調査報告 書』 （及び平成 2年度速報）

の それ を土 回っ て い る こ とが わか る 。
つ ま り文科系修士課程で は入学定員 に対 して ほ

ぼ一定の 割合で しか学生が増加 して い ない の に対 し ， 自然科学系修士 課程で は定員に

対す る学生の 比 率が 次第に高 くな っ て きて い るの で あ る 。 そ こ で 定員充足率が専門分

野 に よ っ て どの よ うに異な っ て い るの か ， そ して そ こ に は どの よ うな変化が あ るの か

を見て み た い 。

　平成 2 年現在 ， 修士課程全体 の 定員充足 率は95．　6％ ，
つ ま り修士 課程 は ほ ぼ定員

一

杯の学生 を抱 え るよ うに な っ て い る。 とは い え周知 の ご と く専門分野に よ っ て 定員の

充足状況 は著 し く異な り， 人文 ， 社会科学分野で は入学者 は定員の ほぼ半数に過ぎな

い の に対 し， 農学で は ほぼ 8 割， 理学 ・ 工 学 に お い て は定員を大 きく上 回 る学生 が受

け入れ られ て い る （表 2 ）。 しか し昭和 28年 お よ び33年 ，
つ ま り新制 大学院創設後 ま

もな くは ，定員の 充足 状況 に は専門分野 に よる差異が 殆 ど見 られ なか っ た 。 こ の 差異

が 顕著に なるの は 40年前後 か ら後の こ とで あ る 。 特に理学 ・ 工 学の 分野で は 充足率 の

上 昇が著 し く，既 に 38年に は定員 をほぼ満 たす 水準に まで 達 して い た。 そ の 後多少の

変動は ある もの の ， こ の 両分野 に お け る充足率 は他の 分野 に比 べ 常 に高 い 水準 を維持
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衷 2　 修士 課程 の 定員充足率 の 推移

分 野＼年 　昭和 25　 28　 33　 38　 43　 48　 53　 58　 63 平成 元　 2

全

人

社

理

工

農

体

文

会

学

学

学

（獣 医以外）

−

＊

＊

82 58，8　　47．8　　60．2　　69．4　　68，1　　65．1　　70，4

54．3　 54．6　 49．8　 67．0　 66．5　 56．4　 57，3

53，4　　38．6　　36．6　　43．8　　42．3　　35．1　　32．5
73．3　　65．8　　91．0　　84，9　　74．1　　72，9　　76．5
67．6　43．4　86．5　87．3　85，4　85。7

』
90．2

60，6　　43．7　　53．9　　53．0　　50，3　　51．6　　69．5

87，2　　88．1　　95．6

62．7　 60．9　 56．6

40．9　　42．4　　49．7

93．7　　99．0　136，0

126。4　126．3　126．7
59．7　　60．8　　79．4

一　（59．8）（73．2）（74．7）

注）定員 充足率 ＝ 修士 課程 入学者数 ÷ 修士 課 程 入 学 定員 × 10  （％）

　 平成元 年度 まで は 研究科別 べ 一ス ，平 成 2 年度 の み 専 攻刷べ 一 ス

　 　なお，平成 2年度の 獣医学・獣医畜産学・連合獣医学に は修士課程 は な い た め ， こ れ

　 　らの専攻 は農学には含 まれな い 。

資料）表 1 に 同じ

し て い る。 即 ち ， 昭和 33年以後平成 2年 まで の 32年間の 充足率 の 変化 を見 る と ， 工 学

で は 43．4％か ら126．7％ へ と80ポ イ ン ト以上 ， 理学で は 65．8％か ら136．　0％ へ と70 ポイ

ン ト以上 も上 昇 して い る。 農学 にお て い も獣医学関係の 研究科お よび専攻 を除けば

（3 ）
， 工 学 ・理学 と同様50年前後か ら充足率は 着実 に上 昇 し ， 同 じ32年間 に 36ポイ ン

トの と昇で あ る。
こ れ に 対 し， 人文 ・ 社会科学の 分野で は充足率 は大 き く変化 して い

な い
。 過去30年間，入文科学で は 50％か ら60％の 水準で ， 社会科学で は30％か ら50％

の 水準で 殆ど横ばい 状態で ある 。

　で は 何故専門分野 に よ っ て 定員充足状況が異 な るの で あ ろうか 。 また工学 ・理学 の

修士課程で は充足率が 大 きく変化 して い るの に対 し， 入文 ・社会科学 に お い て 変化が

見 られ ない の は 如何 なる理由に よる の で あろ うか 。 定員充足率 ［入学者／入学定員 ］

とは志 願倍率 ［志 願者／入学定員 ］と合格率 ［入学者／志願者 ］の 積で あ る 。 こ の 志

願 倍率は学生側 の大学院 へ の 進学意欲 を表 し，合格率は大学院側 の 学生受 け入 れ に関

す る入学政策を表す もの と して 捉 え る こ とがで きるが ， 定員充足率は こ の よ うな学生

の 入学志願の 動 向 と ， 大学院側の 入学許可 に 関す る政策 とに よ っ て 決ま る。 そ こ で こ

の 2 つ の 指標 を手 が か りと して 専門分野間の 充足状況の 格差や その 変化の 背景を分析

す る こ と に し た い 。

　先ず新制大学院 発足当時の 状況 か ら見て み よ う （表 3 ）。 昭和 33年 に は大 学 院 へ の

入学志願者は理 学 ・人文科学が ほ ぼ定員 なみ ， そ れ以 外の 分野で は こ れ を下回 っ て い

た。 そ の 後何れ の 分野で も志願倍率は上 昇 し ， 40年以降 に は定員 を上 回る学生が 大学

院 へ の 入学 を志願す る よ うに な るが ， しか し問時 に専門分野の 差異 も現れ て くる 。 理

学 ・工 学の 分野で は他の 分野 よ りも早 い 時期 か ら定員以上 の 志願 者が修士課程 に押 し
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表 3　修士課程 におけ る志 願倍率及 び合 格率 の 推移

分野 ＼年　 昭和 33　 38 43 48 53 58 63　　平成元　　 2

人

社

理

工

農

文

会

学

学

学

（獣 医以外）

人

社

理

工

農

文

会

学

学

学

（獣医以外）

0．930

，771

，070

．710

．78

0．590

．500

．620

，61

  ．56

0．810

．661

．481

．080
．98

0．620
．560

．610

．800

，59

1．301

．122

．411

．470

．91

0．510
．390

．350

．590

．59

1、791

．643

．801

，801

．07

0，370
．260

．190

．470

，47

1．591

．312

．781

．641
．10

0．350
．270
．260

．520

．47

1．481

．051

．911

．320

．99

（L60 ）

0．390
．310

．400

．680

．70

（0．63）

1．50L241

．931

．780

．90

（1．51）

0．420
．330

．490

．710

．66

（0．66）

1．471

．351

，961

，770

．89

（1．47）

0．420

．310

．510

．720

．68

（O．68）

1．341

．692

，581

，731

．20

O．420
．290
，530

．730

，72

注）上段 ：志願倍率 ＝ 入 学志願 者数 ÷ 入 学定貝

　　 下 段 ：合格率 ＝ 入学者数 ÷ 入学志願者数　　資料）表 1 に 同 じ

寄せ て い る。 特 に理学 に お い て は ， 昭和48年 に は定員の 3．8倍 ， 平成 2 年で も2．6倍 も

の 多数の 志願者が殺到 して お り， 志願倍率は常に他の 分野よ りも高い
。 しか し大学院

側 の 入学政策が関与 して い る ため志願倍率の 上 昇は必 ず しも定員充足率の 上 昇 に結び

つ くとは限 らな い 。 修士課程に お ける合格率を見 る と初期の 段階で は何れ の 分野で も

5割か ら 6割 の 間に 抑え られ て い た が ， 以後 は専門分野に よる差異が現れ て くる。 そ

の 変化は 先ず工 学分野に顕著に 見 られ る。
工 学分野で は 早 く も38年に 合格率が大きく

上 昇し ， 志願者の 8割が合格 して い る 。 そ の 後やや変動 はあ る もの の 常 に 他 の 分野 よ

りも合格率 は高 く， 平成 2年 に お い て も志願者の 7割以上 が合格 して い る 。 こ れ に対

し， その 他 の 分野で は33年か ら38年 に か けて は変化が見 られ な い
。 その 後50年前後ま

で の 間は どの 分野で も合格率は低下す るが ， 特に理 学， つ い で 社会科学 ・ 人文科学 に

お ける落込み が 著し い 。 以 後， 人文 ・社会科学分野で は合格率は 50年代中頃 の 水準で

ほぼ横ば い の 状態に あ り， 反対 に 農学に おい て は 50年代後半以降 ， 急速 に合格率が上

昇 し， 平成 2 年 に は 工 学 なみの 水準とな っ て い る。 また理学分野で も合格率は上 昇す

る傾向に あ り， 最近で は志願者の 半数以上 が合格 して い る。 こ の よ うに 当初 は専門分

野 に よる差異が見られ なか っ た合格率は ， 40年辺 りを境に変化 しは じめ ， 最近で は
一

方で 工 学 ・農学 の よ うに 受験者の 7 割が 合格す る分野 が あれ ば，他 方で 社会科学の よ

うに 合格者が 志願者 の 3 割 に満 たな い 分野 が あ る， と い うよ うに ， 合格率 に は専門分

野 に よ る大 きな差異が 現れ る に 至 っ て い る 。

　 とこ ろで こ の よ うな大学院の 入学政策の 方針は ， 大学院修了後の 雇用機会 の 状況 に

よ っ て 大 きく規定 され る と考え られ る。 即 ち，大学院修了者の 主た る採用市場が大学
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教員 。 研究者市場 に 限定 され て い る場合に は ， そ の 市場が 他の 労働市場 に比 べ て タ イ

トな 市場で ある こ とか ら ， 大学院 は学生の 受 け入れ に 関 し て 慎 重な姿勢を とるで あ ろ

う。 しか も大 学院 は学部 とは異な り必ず しも入学定員 を満たす必要が な い た め， 入 学

者数 は定員 よ りも低 く抑 え られ る傾向に あ る。 反対に
一
般労働市場に お い て 修士課程

修了者の 雇用機会が保障 され て い る場合に は ， 大学院はか な り積極的に 学生を受け入

れ るで あろ う。 或 い は また そ の よ うな就職機会 を求 め て 大学院 へ の 進学 を志願す る学

生が増え る と い うこ と も考 え られ る 。 そ こ で 修士 課程修了後の 就職率 ， 特に専門的技

術的職業へ の 就職率 と博士課程へ の 進学率 とを指標 に して ， 大学教員市場以外 にお け

る修士 課程修了者の雇用機会が どの 程度獲得され て い るの か ， そ して そ の よ うな雇用

機会 の 拡大は どの 領域 に お い て ， い つ 頃か らみ られ る よ うに なっ て きたの か を以下 に

見て ゆ きた い
。 こ こ で は 人文 ・社会 ・理学 ・工 学 ・農学の 5 つ の専門分野 を分析の 対

象 とす る が ， 専門分野 ご と の 資料は 昭和38年度以降に 限 られ る （図 1 ）。

　初期の 新制大学院 に お い て は博士 課程 へ の 進学率 （博士 課程進学者／修士課程修了

者）は ， 自然科学系の 分野が人文 ・ 社会科学系の 分野 を上回 っ て お り， 特に理学で は

その 比 率は 7 割 を超 え ， 農学で も 6 割近 くもあ っ た 。 既 に最初 の学生急増期 に あ っ た

工 学 に お い て も博士 課程 へ の 進学率は ほぼ 4 割 もあ り， 博士課程へ の 進学志向は文科

系 の 各分野 よ りも自然科学系分野の 学生の 方 に強 く見 られ た 。 とは い え工 学分野で は

既 に技術的職業従事者が博士 課程 へ の 進学者を上 回 っ て い る。 こ の 年 は 大学教員 に採

用 され た工 学系博士 課程修了者は修了者全体の 7 割以上 を占め て お り， 大学教員市場

に お ける採用状況 は か な り良好で あ っ た （表 4 ）。 に もか か わ らず博士 課程 へ の 進学

者 よ りも技術者 と して民間企業 に就職す る者の 方が多か っ た の で あ る。 その後43年 に

お い て も大学教員市場 に お ける採用状況 は他の 分野 に 比べ て 依然 と し て 良好で あ っ た

が ， 技術的職業従事者は大 きく増加 し， 修士 課程修了者の 6 割以上 を 占め て い た 。 こ

の 時期 に は 工 学 系修士 課程 に お け る合格率が上昇 して い るが ， それ は こ の よ うな民間

企業に お け る雇用機会の 拡大を背景 に ， 大学院が 積極的 に 学生 を受け入 れ る よ うに な

っ た ため で ある と推察 され る。 そ の後 も技術的職業従事者の 比 率が 上昇 し， 平成元年

で は 修士 課程修了者の 実 va・8 割近 くが技術者 と して 就職 して い る 。 こ の ように 工 学系

修士 課程で は か な り早い 時期か ら民間企業等 へ 技術者 ， しか も学部卒業者に比 べ て高

度な科学的 ・専門的知 識 を有 し た研究能力の 高 い 職業人 と し て の 高級技術者
（の

を多

数輩出 して お り，高度専門職者養成機関 と して の 性格 を帯び る よ うに な っ た と見 られ

る 。

　他方 ， 理学分野に お い て も工学 分野 と同様 に 博士 課程へ の 進学者が 滅少 し ， 反対 に
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衷 4　 博士 課 程 修了後の 進路
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資料） 『学校基本調査報告 書』

技術的職業従事者が増加す る傾向が み られ る 。 38年か ら48年に か けて 技術的職業従事

者の 比率は8．　8％か ら19．6％へ と10ポ イ ン ト以上 も上昇 し， 逆 に 博士 課程 へ の 進学率

は 71．2％か ら51．4％へ と20ポ イ ン ト近 くも低下 して い る 。 しか し こ の 変化は同 じ時期

の 工 学系大学院 に お ける変化 と同様に は捉 え る こ とがで きな い 。 理学分野で は以前か

らオ
ーバ ー ドク ター問題が 指摘 され て い るが ， こ の 昭和40年以 降は大学教員の 採用数

が 減少 し ， 大量の オ ーバ ー ドク タ ーが発生 し始め る時期 に あ た る （町田　1980）。 博

士 課程修了者の うち大学教員に 採用され た者の 比率を見る と38年か ら48年 まで の 10年

間に 55．1％か ら21．5％ へ と30ポイ ン ト以 上 も大 きく低下 して お り， 博士課程修了者の

就職難が い か に深刻で あ っ たか が 窺われ る 。 したが っ て 理学分野で は大学教員市場 に

お け る雇用機会が大幅 に減少 した こ とが修士課程の 学生の 進路に 少なか ら ぬ 影響を与

え た と考 え られ る の で ある 。 また同 じ時期に修士課程に お け る合格率が大 きく低下 し

て い る こ とか ら ， 大学院の 入学政策 もこ の 大学教員市場の 動 向の 影響 を受 けて 変化

し， 学生の 受 け入 れ に慎重に な らざ るをえな か っ た と考え られ る。
こ の 傾向は 昭和 50

年代 前半まで 続 くが， そ の 後 ， 特 に 53年以降 の 理学系大学院 に は新 たな変化 の 兆 しが

見られ る。 即 ち ， 修士課程に お ける合格率は 53年 か ら58年 に か けて 大 き く上 昇 し， 以

後 も上 昇す る傾向に ある。
53年 に は 26％ に 過 ぎなか っ た合格率は

， 平成 2 年に は そ の

2 倍の 53％ に も達 して い る 。 こ の 間，大学教員市場 に お け る採用 教員数 は 483人 （52
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年）か ら330人 （61年）へ と減少 して お り
（5 ）

， また博士課程修了後に 大学教員 に採用

され た者の 比率 もほ ぼ横ば い 状態 に あ っ て ， こ の 市場 に お ける雇用機会 は 改善 され て

い な い 。 したが っ て こ の 合格率の 上 昇の 背景 に は修士 課程修了者 に 対す る民間企業で

の 雇用機会 の 拡大が あ っ た と推測 され る。 そ の証左 と して 産業別 にみ た修士 課程修了

者の 就職状況の変化が挙げ られ る。 理学系分野で は 44年以 降 ， 製造業部門 へ の 就職率

［製造業就職者／修士 課程修了者 ］は 53年まで は 2 割前後で
一

定 して い た。 と こ ろが

58年 に は36。8％ ， 平成元年 に は 42．　6％ へ と大 き く上昇す る 。 こ の 製造業部門は民間企

業の 中で は最 も研究活動が 活発で あ り， こ の 部門だ けで 研究活動 を実施 して い る会社

の 89％ を占めて い る
（6）

。 その 製造業部門へ の就職率 は それ ぞれ の 年度 に お ける技術

的職業従事者の 比率 ［技術的職業従事者／修士課程修了者 ］と ほぼ
一

致 して お り， 彼

らは ま さに技術者 ・ 研究者 と して 民間企業へ 就職 して い る こ とが わか る。 こ の よ うに

理学分野 に お い て も民間企業に お け る雇用機会の 拡大 を背景に 大学院は学生を積極的

に受 け入 れ る方向へ と入学政策方針 を変 えつ つ あ る と考え られ る。 なお ， 農学分野に

つ い て も同様の こ とが い え るが ， 理学よ りは変化が 早 くか ら見 られ る こ と， ならびに

獣医学関係 の 動 きに は注意す る必要が ある こ とを指摘す るに と どめ る 。 とまれ 自然科

学系分野で は ， 先ず工 学系の 修士 課程に お い て ， 続い て 農学 ・理 学 系の修士課程 に お

い て 学生の 積極的な受け入れ が 行われ る よ うに な っ て きて い る 。 そ して こ の よ うな入

学政策 の 変化 を背景 に こ れ らの 分野の 修士課程で は定員充足率が 高ま りつ つ ある と考

え られ る。

　他方 ， 人 文 ・ 社会科学系大学院で は修士課程の 定員充足率はほ ぼ一
定 して 低 い 水準

に あるが ，
こ の 両分野で は修士課程修了者の 進路に 大きな変化は見られず ， 自然科学

分野 に比 べ て 「就職者」 の 比率が低 く， 反対に 「無業者」・「その 他」 の 比 率が 高 い と

い う傾向が続 い て い る 。 就職率が 低 い 理 由 と して は ， 文科系大学院修了者 に対す る産

業界か らの 評価が依然 として 低 く， 理 工 学系 に 見られ る ような修士課程修了者の積極

的 な採用 が行われて い な い こ と
（7 ）

， さ ら に こ の 両分野 に お け る専門的な 「技術的職

業」 が必ず しも修士 課程にお け る知識 ・ 技術の 修得を必 要と して い るわ けで はな い こ

と
（8 ）

が考え られ る 。 言い 換えれ ば人 文 ・ 社会科学の 領域 で は これ まで の と こ ろ修士

課程修 了者の 採用 マ ーケ ッ トの 拡大に は成功 して い な い の で あ る 。

一
方 ， 博± 課程 へ

の 進学率は 3 割前後で ほぼ一定 して い るが ， 博士課程 に お け る志 願倍率な らびに 合格

率の 推移 を見て も， こ の 両分野 で は修士課程学 生の 進学志向な らびに 博士 課程 に お け

る入学政策 に は大 きな変化は 見 られ な い
（9 ）

。
つ ま り人 文 ・ 社会科学系 の 大学 院 は新

制大学院創設当時 と同様 ， 研究 者 ・大学教員 の 養成機関 と して の 性格 を変え て お ら
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ず，学生を か な り厳 し くセ レ ク トしなが ら受 け入れ て い る と考 え られ る 。 そ して こ の

こ とが依然 と して低 い 水準で の 定員充足率 に な っ て 現れ て い る と い え る。

3． 個別大学院の 分析

　 しか しなが ら こ の 定員充足状況 は専門分野 ご と の 特色 を表す もの で あ る とは い え ，

そ の 充足率はあ くまで も平均値に す ぎな い
。

つ ま り個別の 研究科 ご との 充足状況の差

異は こ こ に は表 され な い
。 表 5 に専門分野毎に個 々 の研究科単位に よ る定員充足率の

度数分布を示 したが ， こ こ か ら同 じ領域 に あ っ て も実際 に は 個 々 の研究科に よ っ て 充

足状況 に か な りの ば らつ きの あ るこ とが わ か る。 特 に社会科学分野で は 定員 を上 回 る

学生を受 け入れ て い る研究科 が実 に 全研究科 の 14％ に も及ん で い る こ とが 注 目 され

る 。 社会科学系大学院で は入学者数を定員よ りも低 く抑 え る入学政策が とられ る傾向

に あ る こ とを見て きたが ， しか し同 じ社会科学分野で もこ れ．とは異な る入学政策が と

られ て い る研究科が散見され る。 そ こ で 先ず こ の 社会科学系の 大学院 に つ い て ，
い か

な る研究科 に お い て 積極的な学生の 受け入れが 行われて い る の か ， そ し て そ こ で は何

故そ の よ うな入学政策が とられ て い るの か を分析 したい 。

　表 6 に 定員充足率が 100％ を超 えて い る各研究科を示 した （平成元 年度現在）。 み学

定員の 平均は 経 済学研究科で は24人 ， 法学研究科30人 ， 商学研究科28人 ， 経営学研究

科22人で あるか ら ，
こ れ らの 研究科は概ね小規模の 研究科で あ る 。 また こ れ らの 研究

科は 拓殖大学 を除い て は比 較的歴史が浅い 。 さ らに 設置者別 に み る とそ の 殆 どが私立

大学 の 研究科で あ り， 国立大学 は琉球大学 ・ 島根大学 （法学研究科 ）， 公立大学 は横

浜市立 大学 （経済学 ・経営学研究科）の みで ある 。 こ の うち琉球 ・ 島根大学の 両研究

科 は大 学院 設置基 準第 14条 に定 め る教育方法の 特例 を運用 して 昼夜開講を実施 し，多

くの 有職の 社会人 を受 け入れ て い る新 しい 研究科で あ る 。 その 課程 目的 は研 究者 ・ 大

学教員の 養成で は な く， 専門職業人 の 養成 に ある こ とが 明言 され て い る 。
つ ま りこ れ

らの 研究科 は ま さに プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ス ク
ー

ル で あ り，学生 の受 け入れ は大 学教員

養成 を主 な目的 とす る他の 研究科 に比 べ て 寧 ろ積極的で あ り， そ の 結果 ， 定員充足率

が高 くな っ て い るの で ある。 他方 ， 横浜市立大学 の 各研 究科 に お い て 充足率が 100％

を超 え る の は平成元年 に 限 られ る 。 昭 和 51年 の 充足 率は経 済学研究科で 25％ ， 経営学

研究科で も30％ に 過 ぎず ， その 後 もそ れ ぞれ 全体の 平均値を前後 して い る 。
つ ま りこ

れ らの 研 究科で は最近 に な っ て 充足率が 急激 に上昇 し たの で あ るが ， その 理由は特定

で きな い 。 但 し， 横浜市立大学 の 経済学お よび経営学研究科に は博士 課程 が ない こ と

か ら， こ の 研究科 に は修士 課程修 了後 に就職す る学生が 多 く，反 対 に 大学 教員を志 向
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袈 5　 専門分野別　修士 課程個別研 究科に お け る定員充足率 の 度数分布 （平成元年 度〉

専門分 野　　工 学

階級

理 学 　 農 学 　 人 文 ： 社 　 会 　 科 　 学

　　　　　　　　　　　　　i全 体 経済学 法 学 経営学

　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　 ・商学

160％以上

140 − 160
120 − 140

100 − 120

　90 − 100

　80 −
　 90

　70 −
　 80

　60 −
　 70

　50 −
　 60

　40 −　 50

　30 −　 40

　20 −　 30

　10 −
　 20

　 0 −
　 10

　 　 　 　 0

研究科 総数

平均 充足率

22161919

　 7

　 7

　 玉

　 6

　 3

　 2

　 2

　 1

　 1106122

．1

13406882121　

　

　

1

　

9

ρ

0

　・

44　

9

　 　 1

　 　 1
　 　 8

　 　 5
　 　 4

　 　 3

　 　 4

　 　 8
　 　 4

　 5 （4）

　 　 4

　 4（0）
　 2（O）

　 52（46）
63．6（72、4）

325786272523　

　

　

1
　

　

1111

　

　

1

24875084457372　

　

　

1

　

111222311

34

145813387　

　

　

　

111

2342154747174　

　

　

　

　

　

　

　

　

1

1

ー

ユ

52443683821

　 1113

　　　　　216　　　　77　　　　 61　　　　 49

77．7　　　　55，1　　　42，6　　　51．8　　　62，0

注） こ こ に は 5 年一貫制課程 の 研究科は 含まれ な い 。

　　また
， 農学 の 欄に おける （ ）内の 数値は獣医学研究科 を除 い た もの で ある。

　　なお ，法学 研究科 に は 法学政 治学研 究科 が ， 経 済学研究科 に は 政 治経 済学研 究科及 び 経

　　済 ・社会政 策科学研 究科 が ， 商学 ・経 営学研究科 に は経営 管理研究科 ， 経営 ・政 策科 学

　　研 究科及 び 国際経営学研究科が 含まれ る 。

資料） 『大学
一

覧 』 （大学基準協会 　平 成元年度版）

す る学生が少 な い と い うこ とは十分に考 え られ る。
こ の他に注 目す べ きは慶応義塾大

学 の 経 営管理 研究科で あ る 。 周知 の 如 く こ の 研究科 は プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・マ ネー ジ

ャ
ー

の育成を 目的 と した ビジ ネ ス ス クール で あ り， 学生の 大半が実務経験者で あ る 。

昭和 53年 の 開設当初か ら志願倍率はほぼ 2 倍 ， 定員充足率は 130％ を超 え て い る 。 60

年に 入学定員 は 1．4倍 に拡大 され て い るが充足 率は依然 と して 100％を上 回 り， 開設以

後平成元年 まで の 平均充足率は実 に 116％で あ る （r学校基 本調 査報告書』 よ り算出）。

こ の よ うに社会科学の 分野 に お い て も大学教員 ・ 研究者で は な く， 高度専門職者の 養

成 を目的 と して 積極的 に 多数の 学生 を受 け入れ ，そ の 結果，工 学系大学院の 修士 課程

なみ に充足率が高 くな っ て い る研究科 が あ る 。

　 さ て 表 6 に 示 した上 記以 外の 研究科 で は平均 して 定員 を上 回 る学生が 受け入れ られ

て い るが
（10）

，そ こ に は ど の よ うな特色 が み られ るの で あ ろ うか 。 表 7 に こ れ らの 充

足率の 高 い 研究科 の うち ， 6研究科 に つ い て 修士 課程修了者 の進路 を示 したが ，何れ
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表 6　 定貝を超過 して い る社 会科学分 野 の修士課程研 究科

　　　経 済学 ・法学 ・商学 ・経営学研 究科 （平成 元年度）

研究科 　 大　学　名　　定　貝　　在籍者　　充足率　　設 置年

経

済

学

法

学

商

学

経

営
学

拓殖大学

大東文化大学

横浜市立大学

国士館大学

関東学 園大学

帝京大学

駒澤大学

名城大学

愛知学 院大学

亜 細 亜 大 学

琉球大学

大東
’
文化 大学

成城大学

龍谷大学

広島修道大学

島根大学

拓殖大 学

中京大学

愛知学 院大学

福岡大学

熊本商科 大学

横浜 市立大学

慶応義塾大学

亜細亜 大学

30（L6 ）

10（0．5）
10（0．5）
20（1．1）
10（0．5）
15（0，8）
5（0．3）

15（0，8）
20（1．1）
20 （1．1）

10（0．5）
10（0．5）
10（0．5）
10（0．5）
5 （0．3）
6 （0．3）

30（4．6）
10（1．5）
20 （3．1）
10（1．5）
5（0，8）

10（1．9）
70（13．2）
20（3，8）

77（5．4）

24（1．7）
24（1．7）
46（3．3）
22（1．6）
31（2．2）
10（0．7）

43（3．1）
57（4，2）
55（4．0）

26（1．9）
24（1．7）
23（1．7）
22（1，6）
10（0．7）
12（0．9）

117（16．4）
24（3．4）
47（6．6）

22（3．1）
10（L4 ）

28（4．1＞
159（23．5）
44（6．5＞

3000030

一
355000000

律
00500

一

〇

60

鎗

盤
毘

器
…

載

器

膾

諡
αL

需
以L

肱

諡
ぬ

盈

111111

玉
一
111111111

一
11111

一
111

6750672

一
299222763

一

64933

一

539

2444554

一
434656456

一

24346

一
454

和昭

一
囗

一
工

↑

一
刀

口

゜
日

冖
和

冖
昭

一
門
μ

一
〒
不

一

召

゜
日

注） （ ）内 の 数値 は該 当す る全研 究科 の 定員及 び 在籍者数に 対す る構

　　成比 （％）

資料）平 成元 年 度 『
大学一覧 』

の 研究科 に お い て も就職者 の 殆 どが 税務 ・ 法務関係 に 就職して お り， しか もそ の 比 率

は進学率を上 回 っ て い る
（ID

。 修士 課程修了者の 就職先は殆 どが 税理士 事務所で あ り，

他 方， 進学先 の 殆 どは博士課程で は な く， 同 じ大学の 他 の 社会科学系の 研究科修士 課

程で あ っ た 。 しか もその 進学先の 他の 課程 を修了 した者も殆 どは税理士 事務所 に就職

して い た 。
こ の よ うに 商学 ・ 経営学或 い は法学研究科 の 中に は税理士志望の 学生を多

数抱 え て い る研 究科 も見 られ る。 税理士 志望者の 大学院進学の 理 由 とし て は ， 高度 に

専門的 な知識を修得 し， 試験準備 を徹底 す る とい うこ とが考 え られ るが ， そ の 他 に以

下 に 示す よ うな税理士 試験制度の 特色 も税理士 志望者が 大学院 に進学す る背景 に あ る

と考 え られ る。 即 ち， ，税理士 に なる ため に は会計学関連科 目二 科 目 と税法関連科 目三

科 目に 合格す る必要が あ るが ， r博士 または修士 の 資格 を持 つ 者』 に 関 して は ，   法
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表 7　 社会科学系大学院修士 課程終 了後 の 進路 に 関す る個別大学 の デ
ー

タ

研究科 名 商　 　学 経 済学 法　学

大　 学 A大 学 　 　B大 学 C大学 A大学 　　 B大 学　 　 C大学

税 務 ・法務関係へ の 94．9　　　 93．3 100．0 90．5　　　　　　83．8　　　　　　73．3

就職 者の 比率 （％） （51．8）　 （47．8） （66．7＞ （42．7）　　　　（37，4）　　　　（25．ユ）
τ旧一一■一一一一一一一唖一唖’「胛暫r闇四■冒一一一一一一一一一一一一，，齢・曹停噂舮　π　曹　曹　■　一　曽　■　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　幽　一　早　｝

進学者の 比率（％） 33，4　　　 26．7 33．3 42，6　　　　　　14．6　　　　　　　2．8
一一幽一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一幽幽「”停「一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■一一一一一一

対 象年度 （昭和） 59 − 63 59 59 − 63　　　　 57−62

注）税務 ・法務 関係へ の 就職 者 の 比．率 は，上段 が全就 職者に 対 す る比率 ， 下段が全卒業者

　 　に 対す る比率

律学 か財政学 を専門 に し て い る場合 vaは税法関連科 目の 免除，   商学 または経営学研

究科及び経済学研究科経営学専攻に お い て 会計学 を専門に して い る場合に は会計学関

連科 目の 免除 ，   法律学 （或い は財政学）お よ び会計学 の 双方の 専攻 コ
ー ス に 在 学 し

て 複数の 研究科 を終えた場合に は ， すべ て の 科 目が免除 され る と い う試験制度 に な っ

て い るの で ある（12）
。 この よ うに私立大学大学院 の 研 究科の 中に は ， 学生が 法務 ・ 税

務関係の 専門職 を志 向 して 進学 し， 各種資格試験の 準備機関と して 利用 して い る側面

の ある研究科が い くつ か 見 られ る。

　以上 ， 修士 課程 に関 して は社会科学の 分野 に お い て も専門職者養 成の 機能 を有す る

研究科が 新た に登 場す るな ど， 研究科の 性格 が多様化す る傾向に あ る こ とが 指摘で き

る 。 個別に みれ ばそ の よ うな研究科で は積極的 に学生 が受け入れ られ て い るため に 定

員充足率は高 くな っ て い るが ， しか し全体 として 見れ ば特定の 研究科に学生が集中す

る と い う傾向は 見 られ な い 。 とこ ろが博士課程に 関 して は特定の 研究科 へ の 集中傾向

が見 られ る 。 博士 課程学生 の 分布状況 を大学別 に 見 る と ， 例 え ぼ経済学の 分野で は 東

京大学が最 もシ ェ ア が 高 くs 全体の 16，6％ を 占め ，以 下 ，京都 大学 （1L7 ％ ），

一
橋

大学 （8．0％）， 慶応義塾大学 （7．5％ ） と続 い て い る （平成元 年度）。 と こ ろで こ れ ら

の 大学 は大学教授市場の 分析 （新堀　1965， 新堀編　1984）に よれ ば多数の 大学教員

を輩出 して い る大学 ， 書 い 換えれ ば大学教員養成の 中心 的な位置を 占め る大学 で あ

る 。 そ こ で 以後は，上 の 分析に お い て 示 され た多数の 大学教員 を輩出 して い る大学上

位 10校 を大学教員市場 に お け る有力大学 と呼ぶ こ と に す る 。

　 図 2 に 経済学研究科 に お ける修士 。 博士両課程の 定員充足率の 最近 の 推移 を ， 経済

学部の 教員市場に おけ る有力大 学 10校 （東大 ・京大 ・東北 ・九大 ・一
橋 ・神戸 ・大阪

市立 ・早稲田 ・慶応 ・明治）とそれ以外 の 大学 とに 分 けて 示 した 。 ま た有力大学10校

へ の 学生の 集中度の 推移 もあわせ て 示 した 。 有力大 学の 修士 課程の 充 足率は， その 他

の 大学で は上 昇傾 向に ある の に対 し ， 3 割前後で ほ ぼ横 ば い 状態で あ る。 つ ま り修士
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資料 ）『大学一覧』

図 2　経 済学研 究 科 に おけ る大学院学生の 集中 と充足率 の 推移

　　　　 （有力大 学 10校 とそれ 以外の 大学 との 比較）

課程 へ の 入学 は有力大学 と い え ど も一定 し て か な り厳 し く制限され て い る こ とが 窺え

る 。 反対 に博士 課程に つ い て は ， 有力大学以外の 研究科で は充足率が低下傾向に あ る

の に 対 し， 有力大学で は 7割前後で ほ ぼ一定 して い る 。 こ の 修士 ・ 博士 の 両課程の 充

足率を比 べ る と ， 有力大学で は博士課程へ の進学者が 極 め て 多 く， 反対に それ以外 の

大 学で は少 な い こ とが わか る 。 博士課程へ の 進学率は個別研究科毎の デ ータが ない た

め正確 に は わ か らない が， おお よその数値 は 1学年当 た りの 在籍者数の 比 ［（博士課

程の 在籍者／ 3 ）／ （修士 課程 の 在籍者／ 2 ）］に よ っ て 捉 え られ る。 平成元年で は ，

有力大学の 研究科 に お け る こ の 進学率は90．　4％ ， それ以外の 大学で は29．O％ ， また充

足率が 100％ を超 えて い た研究科に 限れ ば6，5％で あ るか ら ， そ の 差 は きわめ て 顕著で

あ る。 有力大学で は平均 して 博士 課程へ の 進学率が高 い が ， そ れ は博士 課程修ア者の

雇用機会が 保障 され て い るため で あ ろ う 。 先 に表 4 に 示 した よ うに ， 社会科学 の 分野

に お い て は 40年代以降ほぼ一定 して 博士課程修了者 の 半数近 くが大学教員に採用 され

て い るが ， 大学教員市場 に お ける雇用機会 は特 に これ らの 有力大学の 出身者に 対して

安定的 に 保 障されて い る と考 え られ る 。 こ の よ うに有力 大学の 研究科 はま さに大学教

員養成機関 として 機能 し て お り，大学教員志向の 学生 を修士課程の 段階で か な り制約

しなが ら慎重 に受 け入れ て い る とい え る 。

　以上 ， 全体 と して 見れ ば他 の分野 に 比 べ て 研究者 ・大学教員養成の 性格が 強 い と考

え られ て い る社会科学の 分野 に お い て も，

一方で 大学教員 を 目指す学生 を受 け入 れ ，
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衰 8　 設置者別に 見た 理 学系研 究科修士課程修了後の 進路 の 変化

　　 　　 　　 国 立 大 学 　 　 　 私 立 大 学

　　 　　 　進学者　　　　就職者 　　　　進学者　　　　就職 者

年 度 N 　 （％） N 　 （％） N 　 （％） N 　 （％〉

昭和40

　 　 45

　 　50
　 　 55

　 　 60

　 　61
　 　62
　 　 63

平 成元

412　（63．3）
639　（58．9）

523　（50．0）
533　（42．0）
525　（35．1）
559　（37．6）
608　（39．0）
625　（36．8）
670　（36．7）

216　（33．2）　：　 20　（30．3）
381　（35．1）　　i　35　（25．9）
428　（40．9）　　：　　53　（21．5）
573 （45．2） i63（21．1）

871　（58，3）　　：　56　（13 ．9）

834 （56．1） i65〔14．8）
855　（54．8）　　1　108　〔19．2）
956　（56，3）　　：　92　（15，8）
1050　（57．5）　：　98　（14．7）

27　（40．9）
81　（60．0）
154　（62．3）

198　（66．4）
278　（69．0）
331　（75，2）
401　（71．2）
442　（75．9）
517　（77甼4）

注）（ ）内は修士 課程修 了者全体 に対する比率 （％）

資料）『学校基本調 査報告 書』

多数の 大学教員を養成 。 輩出 し て い る有力大学 の 研究科 が あれ ば， その 他 方で 明 確 に

専門職者の 養成を 目的 とし，積極的 に 学生を受け入れ て い る研究科が あ り， さ らに ま

た税理士 等 を目指 す学生を受 け入れ て い る研究科が あ る， とい うよ うに大学院の 機能

が分化 し， 研究科の 性格は多様化す る傾 向に ある と い え る 。

　つ づ い て 最近， とみ に 定員充足率が 高 くな っ て い る理学系大学院 に注 目 した い 。 既

に 見て きた よ うva こ の 理学系大学院で は他の 分野 に比 べ て 創設当初 か ら昭和 50年代中

頃 に至 る まで は博士課程へ の 進学率が 高 く， 反対に 民 間企業へ の 就職率 は 工 学 ・ 農学

系修士 課程 に 比 べ る とか な り低 か っ た 。 しか し 50年代後半以降は民間企業に技術者 と

して 就職す る修士課程修了 者の 比率が 高 くな っ て きて い る。 工 学系大学院の 修士課程

に つ い て は ， 国立大学 を中心 とす る所謂有力大学が プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ス クール とし

て の 先鞭を付 け， 多数 の 技術者を民間企業に輩出す るよ うに な っ た こ とが指摘 され て

い るが （小 林　1989＞，理学系大学院 の 場合 に は どの よ うな大学 の 研究 科 に変化が見

られ るの で あろ うか。

　表 8 に設置者別に修士課程修了後の 進学率 と就職率の 推移を示 した が ， 50年代後半

期 に は ， 国立大学 に お い て 修士課程修 了者の 就職率が大 き く上 昇 し，進学率を上 回る

よ うに な っ て い る。
こ れ に対 し私立 大学で は就職率は変化 して い ない 。 つ ま り民間企

業 に お ける雇用機会はまず国立大学の 修士 課程修了者に対 し て 開かれ 始め た と見 る こ

とが で きる 。 そ して か か る雇用機会 の 拡大 を背景に 修士 課程 に お ける入学政策に も変

化が 生 じ，合格率が上 昇 し は じめ た と い え る 。 即 ち ， 昭和 56年 に は国立大学 の 修士 課

程に お け る合格率は 35％ に 過 ぎなか っ た が ， 6ユ年 に は 47％ と12ポ イ ン トも土 昇 して い
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表 9　 理学系研究科に お け る定員充足率及び博士 課程へ の進学率 の 推移

　　　　　 修士 課程 の 充足率（％）　　 ：　 博士課程 へ の 進学率 （％）

年　度 　有力以外　有 力大学 　東 　　大 i有力以外　有力大学　東 　　大

昭和 56　 68，6

　 　 61　 　 72．9

　 62　 　 80，4

　 　 63　　 92．0

平成元　　94．3

75．389

．595

．498

，397

．9

80．392

．494

．392

．894

．1

　L−（43．7）
」

12，9 　　　　61．7

10．1　　　　　　69．3

19．6　　　　　56，5

11．0　　　　　58．6

69．070

．173

．069

，074

．3

　注）進学率 ＝［博士 課程 の 在籍者／ 3］／ ［2年前 の 修士課程 在籍者／ 2］×

　 100（％）

資料） 『
大学

一
覧 』

『学校基本調査 報告書』

る。 そ して こ の よ うな学生の積極的な受 け入れ に伴い
， 定員充足率 も72．9％ （56年）

か ら87．2％ （61年） へ と15ポ イ ン ト近 くも上 昇 して い る。 他方 ， 私立大学の 修士 課程

に お v ・ て も定員充足率は同 じ程度上 昇 して い る もの の （56年62．9％ ， 61年77．5％），

国立大学に お ける水準 に 比べ て 10ポイ ン トほ ど下回 っ て い る 。 こ の 充足状況 の差異は

大学教員市場 に お け る有力大学 と ， そ れ以外の 大学 に お ける研究科修士課程 とを比較

し て み た場合 に さらに 顕著で あ る 。 表 9 に修士 課程 の 充足率の 推移を示 したが ， 有力

大学以外の 研究科で は 56年か ら61年に か けて 充足率がほ ぼ70％の 水準で 変化 して い な

い の に 対 し，有力大学の 研究科で は 75％か らほ ぼ90％ へ と15ポ イ ン ト近 くも上昇 して

い る 。 その 後 も充足率は上 昇 し ， 最近で は ほ ぼ定員は満た され る よ うに な っ て い る 。

他方 ， 有力大学以 外の 研究科 に お い て も充足率は大 き く上 昇す るが ， そ の 変化は 昭和

60年代以降に 見られ る 。
つ ま り理学系大学院の 修士課程 に お け る学生の 積極的な受 け

入 れ は ， 先ず有力大学 の 研究科 に お い て 行われ る よ うに な り，
これ に やや遅れ るか た

ちで そ の 他 の 大学 の研 究科 に も見られ る よ うに なるの で あ る 。 と こ ろで 理学分野の 場

合 ，
こ れ らの 有力大学 10校 （東大 ・京大 ・北大 ・東北 ・名大 ・ 阪大 ・ 九大 ・ 東工 大 ・

筑波 ・ 広大）は何れ も国立大学で あ り， しか も この 10校に在籍す る学生だ けで 国立大

学の 修士 課程学生全体 の 6 割近 くを占め て い る （60年 57．0％ ， 平均元年61．6％）。 し

たが っ て 国立 大学 の 修士 課程修了者の 就職状況の 変化は ， こ れ ら有力大学 の 修士 課程

修 r者に も該当す る と考 えて よ い で あ ろ う。 以 上 の こ とか ら理学系修士 課程修了者の

採用 V 一ケ ッ トは先ず国立の 有力大学出身者を対象に 開か れ ， その よ うな雇用状況 の

変化 を背景 に積極 的な学生の 受け入れ が 他 の 研究科 よ りも早 く成 され るよ うに な っ た

と推察 され る 。 とは い え こ れ らの 有力大学で は博士 課程 へ の 進学率 は そ れ以 外 の大学

に 比 べ て も， 或 い は 工 学分野 に 比 べ て も高 い こ と か ら ， 依然 と して 研究者 ・ 大学教員

志 向の 学生が 多数在籍 して い る こ とが 窺え る 。 し た が っ て 理学系分野の 有力大学 に つ
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い て 工学 の場合 ほ どに は プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ス ク ール と して の 側面を強調す るこ とは

で きな い で あろ う。 これ に対 し有力大学以外 の 研究科で は博士 課程 へ の 進学率 は低

く， 最近で は進学者は修士 課程修了者の 2 割に も達 して い な い
。 こ の こ とか らこ れ ら

の 研究科 は主に専門職者養成機関と して の 性格を帯び る よ うに な っ て きて い る と い え

る。

4 ． 要約 と問題点

　以上 の 考察か らわ が国の 大学院修士 課程 の 現状 に つ い て 以下の こ とが指摘で きる。

（1）修士課程全体で は元来の研究者 ・ 大学教員養成機関 として の 性格 に対 して 専門職者

養成機関 と して の 性格が強 く見 られ るよ うに な り， 修士課程 の 性格 は 変わ りつ つ あ

る。 とは い えそ の 傾向は 専門分野 に よ っ て 大 き く異なる。 人文 ・社会科学系大学院 は

依然 と して その 主た る機能は大学教員養成に あ る 。 こ れ に対 し工 学な らび に農学系大

学院 は専門職者養成機関 と して の 性格を強 く帯びる よ うに な っ て きて お り， そ の 傾向

は最近の 理学系大学院に も見 られ る よ うに な っ て きて い る 。

（2＞しか し同 じ専門分野 に あ っ て も個 々 の 大学研究科 に よ っ て 修士 課程 の 性格が 多様化

す る傾向が見 られ るよ うに な っ て きて い る 。

　  社会科学系の 大学院の 場合， 大学教員市場 に お ける有力大学 は専 ら大 学教員養成

機関 として の 性格 を有 して お り， それ らの研究科修士 課程で は学生 の 受け入れ に 関 し

て 慎重で あ る 。 その
一

方で 高度 な法律専門職業人や専門的 な経営管理者などの 専門職

者の 養成機能 を担 う研究科が登場 し ， 積極的 な学生の 受け入れ が行われ て い る。 これ

ら両者の 研究科 は同 じ領域 に あ りなが ら実 に対煦的で あ る 。 さ らに こ の 他 に も税理士

試験の 準備機関 として 利用 され る研究科が あ り， 定員を上 回 る学生が 受 け入れ られ て

い る 。 こ の よ うに 同 じ社会科学分野 に あ っ て も個 々 の 研究科 に よ る機能分化が 生 じ，

研究科の 性格は多様化す る傾向に あ る 。

　  理学系大学院の 場合 ， 民間企業 に お ける修士 課程修了者の 雇用機会の 拡大 を背景

に積極的な学生の 受 け入れ が な され る よ うに な り， 最近で は概ね どの 研究 科で も定員

充足率は高 くな っ て い る 。 但 し ， その よ うな変化 は 工 学の 場合 と同様 ， 先ず有力大学

の 研 究科 に お い て 見 られ る 。 しか し有力大学の 研究科 に は依然 と して 研究者 ・ 大学教

員志向の 学生 も多 い
。

つ ま り有力大学 の 研 究科 は研 究者 ・ 大学教員養成機関 と し て の

性格 と専門技術者養成機関と して の 性格 とを併せ 持つ よ うに な り， 機能が 多様化す る

傾 向に ある 。 こ れ に対 し有力大学以外の 研究科 は主 に 専門職者養成機関 とし て の 性格

を帯 びる よ うに な っ て きて お り， 有力大学の 研究科 との 間に 一種の 機能 分化が 見 られ
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始めて い る 。

　 こ の よ うに わが 国の 大学院 は量的に拡大す る
一
方，大学院が個 々 に特色 を持 ち，機

能の 多様化 と い う質的な変化が 見 られ る よ うに な っ て きた。 しか しなが ら今後， 大 学

院が 職業能力の 高度化 ， 生涯教育化 ， 国際化等の さ らな る社会的要請に応 えて ゆ くた

め に は なお ， 検討 しなけれ ば ならない 点 は多い 。 例 えば理科系大学院は他の 領域に 先

行 して 民間企業等 ， 産業界へ 人材を送 り出す よ うに な っ て きて は い るが ， そ の イ ニ シ

ア テ ィ ブは大学で は な く寧ろ産業界に あ る と思われ る 。 企業の 中に は 人材 の リク ル ー

ト源 と して とい うよ りも社員の 国内研修機関 と して 大学院 を評価 し研究科 を利用す る

もの も多い
。 しか し こ の 有職の 社会人の 再教育機関 として の 側面ば か りで な く， 高度

な研究開発能力 と即戦力 とを兼ね備えた優秀な専門人材を養成 し，広 く社会に 送 り出

す こ とが 有力大学の み ならず， すべ て の 理科系大学院 の課題で あ ろ う。 他方 ， 社会科

学系大学院の 場合に は ， 専門人材 を養成す るプ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ス クール の 数 は まだ

少 な い
。 しか し最近で は ，

MB ．A を授 与す る研究科 の 新設 （国際大学 国際経営学研

究科 1989年度 ， 名古屋商科大学経営情報学研究 科ユ990年度 ）， 国際商取引な ど多様化

す る法律問題に 即 した専門家を養成す る大学院 の新設 （東大法学政治学研究科修士 課

程専修 コ
ース 1991年度）や発展途上国の 開発援助の ため の 専門家を養成す る研究科の

新設 （名大国際開発研究科 1991年度）な ど ， 高度な専門的知識 ・技術 を持 っ た修士 を

養成 し ， 社会 へ 送 りだそ う とす る動きが見られ 始め る 。 昼夜開講制 を行 う修士 課程 ，

並 び に夜間大学院の 数 も増えて きて お り，生涯学習時代 へ の 対応 と い う点 に 関 して も

整備され 始め つ つ あ る。 しか しなが ら産業界 か らは わが国の 大学院に お ける実務的教

育が 不十分で あ る こ とを指摘す る声が か な り強 く， 殆 どの 企業で は人材養成 を大学院

に は期待せ ず企業内教育に よ っ て 行っ て い る 。 また大学院を社員 に対す る専門知識の

再教育の 場 と し て 捉え て い る企業もあ るが， その 大半は 日本の 大学院で は な く， 海外

の 大学院に 社員 を派遣 して い る 。 今後， 産業界 を含め広 く社会に 資す る高度専門職業

人 を養成 し て ゆ くこ とが ， 社会科学系大学院の 大 きな課題とな るで あ ろ う。

〈注〉

（D　博士 課程 の 目的等 に関 して は 「大学審議会答申」 （昭 和 63年 ）及び r大学院設置

　基準』 の 一部改 正 （平成元 年）等 ， 最近 に な っ て 動 きが 見られ る 。 こ こ で も修士 課

　程 と同様 「高度 に 専門的 な業務 に従事す る に必要 な研究能力 等の 養成」 が 課程 目的

　に 加 え られ るが ， その 背景 に は 修士 課程 の 場合 と同様 ， 課程修了後 ， 大学等で の 研

　究職 に 就 か ず，技 術者或 い は研 究者 とし て 民間企 業 へ 就職す る卒業生 が増加 して い
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　 る こ とが 考え られ る。 しか しそれ が産業界か らの 文字 どお りの 高級人材 に対す る要

　 請 に 基づ くもの で あ ると特定す る こ とはで きない
。 寧 ろ荒井論文 （1989＞ にお い て

　指摘 され る よ うに ， 大学 に お ける実験施設等の 更新の 遅れ か ら ， 民間企業等の 研究

　所 へ 若 く優秀 な入材が 流出 して い る と考 え る方が 妥当で あろ う。

（2）　 r大学制度の 改善 に つ い て 』 の 勧告 （昭 和36年 日本学術会議）の 中で は 「研究分

　野に よ っ て は修士課程は高度職能技術者養成に 重点をお く必要が ある」 との 考えが

　示 され，昭和38年 1月の 中央教育審議会で は 「修士課程 に お い て は ， 研究能力の 高

　 い 職業人 の 養成 を主 とす る もの とすべ きで ある」 との 主張が なされ て い る。

（3） こ こ で 獣医学研究科を除 くの は 獣医師試験 の 受験資格の 改正 に 伴 い
， 獣医学関係

　 の 研究科 に 大 きな変化が見 られ る た め で ある 。 昭和57年の 改正 に よ り53〜 58年度入

　学者に つ い て は修士 課程修了が ， 59年度以 降の 入学者に つ い て は医 ・ 歯学課程 なみ

　 に 6 年課程修了が獣医師試験受験の ため の 必須要件 とな っ た 。 こ れ に伴い 獣医学関

　係の 研究科で は定員枠が大きく拡大され ， また多数の 学生 が受 け入れ られ るよ うに

　 な る 。 但 し ， 昭和 62年度に は修士課程修了の 必 要があ る 4 年制学部入学者が ほ ぼ進

　 学を終 えて お り， 63年度以降の 農学系研究科全体 の 動 向は 再び昭和58年度以前 の 傾

　向を持 つ よ うに な る。 そ の 際， こ の 傾向を充足率に よ っ て 知 るた め に は ， 少な く と

　 も57年か ら63年に か けて は定員枠が著 し く拡大 した獣医学関係 の 研究科 を除 く必要

　 が あ る。

（4） リク ル ー ト rカ レ ッ ジマ ネ ジメ ン ト』編集部の ア ン ケー ト調査 （昭和 63年 1 月）

　に よれ ば ， 企業の 技術系採用 に大学院修士 卒業者採用 を増加 させ て い る理 由に 学部

　卒業者 に比 べ て 大学院卒業者 の 方 が高度 な専門的能力 を有 して お り，人 材の 質が高

　 い こ と， 学部卒業者で は技術の進歩 に対応で きな い こ とな ど， が 挙 げられ て お り，

　企業が大学院修士卒業者に 学卒代替以上 の 積極的な意味を見い だ して い るこ とが指

　摘 され て い る 。

〔5） ．r学校教員統計調査報告書』 に よる 。 こ の 新規採用教員数の 153人減 （52〜 61年）

　の うち， 新規学卒者 （主 に大学院修了者）か らの 採用減は90人 とほぼ 6 割を 占め

　 る 。 した が っ て 採用教員に 対す る新規学卒者の 比 率は 44．5％ （52年）か ら37．9％

　 （61年）へ と低 下 して い る。

（6） こ の 数値 は資本金500万 円以上 の 会社等 ， 14000社 に 占め る比率 （1986年度現在）

　で あ る 。 （「科学技術白書」 科学技術庁編　昭和 63年度に よ る）

（7） 修士課程修了者 の初任給が 学部新卒者を上回 る の は 技術系 に お い て の みで あ る 。

　殆 どの 企業で は文科系の 修士課程修了者に 対す る新規採用枠は 設 け られ て お らず ，
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　また採用されて も学部新卒者 と同等の扱 い に過 ぎな い （「企業別確定初任給調査」

　 「新規学卒者使用統計便覧」 リク ル ー トリサ ーチ　 1988年等 に よ る）。 また rカ レ

　 ッ ジV ネジメ ン ト』編集部調査 に よれ ぱ ， 企業人材 と して は 学部卒業者で 十分で あ

　 る と の 意見が大勢を 占め て い る と報告 され て い る 。

（8）　 r学校基本調査報告書』 の分類に よれ ば 「技術的職業」従事者 とは人文科学の 場

　合 ， 小説家等の著述業従事者 ，

ら
報道関係業務従事者 ， 通訳 ， 宗教家等 を指 し， 社会

　科学の 場合 ， 裁判官 ・ 公認会計士等 の 法務関係業務従事者 ， 社会福祉関係業務従事

　者等を指す 。

（9＞ ちなみ に 博士 課程に お け る志 願倍率及 び合格率を こ の 順に 示す と， 人文科学で は

　 昭和43年 1．08， 0．75， 平成 2 年 1．11， 0．・63， 社会科学で は昭和43年0．73， 0．　63， 平

　成 2 年O．　65
，
0，59で あ り， こ の 間 ， こ れ らの 比率は ほぼ

一
定 して い る 。

ao） 昭和56年以降平成元年まで の 充足率の 平均を各研究科別に 示す と ， 拓殖大学経済

　学研究科97．2％，同商学研究科 ユ74．6％，国士館大学IL28．1％，駒澤大学経済学研究

　科ユ03．　3％ （経営学研究科98．9％ ）， 関 東学園大学 100．6％ ， 名城大学 ユ70．7％ ， 愛知

　学院大学法学研究科 122．5％ ， 同商学研究科 102．5％ ， 亜細亜大学法学研究科 11生 4

　％ ， 同経営学研究科90，3％で ある 。

  　資料提供校は東海地区の 私立 大学 3校の 各研究科で あ る 。

  　税理士試験の 制度 に つ い て は 「国家試験資格試験全書 1989」 （自由国民社）， 山本

　守之 「税理士 に な る法」 （日本実業出版社1989）を参照 した 。
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